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Abstract
Theprocessofthefbnnation，developmentanddeclmeofthe1vstedmgstandard11showsthatstrongin-
terdependencebetweencountriesandtemporaryconvergenceoftheirselfLinterestscertamlyplayedagreat
rolefbrmaintainingstabilityofintemationalmonetaryrelationsofthattime・ＴｈｉｓｓｔatementplacesdoUbts
aboutBIitishleadership（hegemony),whichwassaidtohavegivenrisetothemsterlingstandardm,and
proppedIJpitisfhnctioning、
Fromthel870sBritainlostconsiderableindustrialpowerandfbcusedmainlyonmtemationalfmance・
Sincethattimethe1isterlmgstandardiibegantospreadthroughoutlheworldButthespecificchamcter
oftheBritishfinancialsystemandthcparticularityofthecountryvssocialstructurepreventedBritaｉｎ
丘ｏｍｂｏｔｈｕｓｍｇｃｏｅｒｃｉｖｅｐｏｗｅｒａｎｄｓｔｉｍulatingothercountriescooperationfbrthemaintenanceofthe
stabilityofintemationalmonetaryrelations・Ａｔｔｈｅｓａｍｅｔｉｍｅ，neitllerBritishrulingelitenorthe11finan‐
cialaristocracy1ihadalong-termglobalslrategyconcemingtheconductofBritam1Smonetaryaffairsin
1lleiJ1teTnationalarena，
Thus，theiisterlingstandardmemergedspomaneouslyaccordingtothepermissiveconditionsinother
coumries・Intheperiodsofthedevelopmentanddecline，therewerecertainfeaturesofbothnegotiated
andimposedrcgimesmthecharacterofthe1isterlmgstandardI'，whichemanated丘omlimitedattempts
ofothercoumriestocooperateandsomewhatcoercivebehaviorofBritainmherrelationswithlessde-
velopedandcolonialcountries・
Ｔｈereappraisalofthe’isterlingstandardi1withtheuseofpoliticaleconomyapproachhe1psbetterun‐
derstandingofintemationalmonetaryrelationsofthattimeandprovidessomelessonsfbrtheconductof
thepresemmonetaｴyregime．
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学位論文要旨
国際金融取引の安定性や国際資本の移動の健全性が最大の目標とされている現在，国際通貨体制の
改善または再構築が必要となってくる。このような問題を解決するためには，歴史を遡って19世紀の
後半から２０世紀初頭までに機能していた「ポンド体制」を再考することが重要な手がかりとなる。
｢ポンド体制」の形成。発展。崩壊過程を検討することによって国際通貨体制の構築や維持における
各国の相互依存や利害の一致，そして各国間の協力および一国の覇権または主導力などがどのような
意味をもつかが明らかになる。それを解明するためには，「ポンド体制」の歴史と理論を検討しなけ
ればならない。歴史的な考察は1870-1899年の時期（｢ポンド体制」の形成と発展）と1900-1914の
時期（｢ポンド体制」の衰退と崩壊）に分けられる。
第一章1870-1899年の期間はイギリスにとって，一方では経済力の相対的弱体と国際市場におけ
るイギリス製品の競争力の低下を象徴しており，他方では，それはイギリスの国際金融における大き
な優位やポンドの国際通貨としての重要性の最大化をもたらした時期でもあった。当時の国際経済に
おいてみられた主な変化は次のようであった。まず，ヨーロッパとアメリカ合州国の経済力の強化が
国際貿易におけるイギリスの立場をかなり悪化させた。その結果，「輸出経済」と言われるほど輸出
依存度の高いイギリスは後進国や植民地との関係を強化することを余儀なくされた。しかし，その一
方では，特殊な国内経済構造や金融制度を持っていたイギリスは膨大な資金を蓄積しており，その資
金が投資先を求め外国へ流れていた。つまり，イギリスは商品の輸出国から徐々に資本の輸出国へと
変わっていった。
国際経済における以上のような動きが発生した殆ど同じ時期1867年にパリで初めての国際通貨会議
が開催された。そこで，フランスのフランを軸とする国際通貨体制の設立案が提案されたが，新しい
体制の形成までには至らなかった。そこには，注目すべき点がいくつかあった。それは，フランスと
アメリカ合州国が新通貨体制に対する示した関心と，それとは対象的に消極的な立場をとったイギリ
ス政府の立場である。これはある意味では，イギリスにとって主導権を握り自分にとっても有利な新
通貨体制を設立するチャンスであったが，イギリス政府は非へゲモニー的，非協力的な態度しか示さ
なかった。
そして，前述の国際経済の変化の下で，イギリスの金融制度全体や金融機関の行動は国際貿易の決
済や資本輸出の拡大に応じて対外的な'性格を強めていく。すなわち，国内手形の割引が減っていく代
わりに外国手形の割引やその他の外国向けの金融サービスが発展していく。当然，国内の資金がロン
ドン・シティに集中し，ロンドンの国際金融市場としての役割が急速に高まっていく。そうした中で，
株式銀行が合同や支店網の拡大により資金力を上昇させ，イングランド銀行の借入れに依存しなくなっ
てくる。その結果，イングランド銀行のロンドン市場に対する統制力が衰え，公定歩合操作以外の政
策手段が必要となってくる。それが，イングランド銀行のイギリス国内の中央銀行としての認識強化
に繋がっていくが，国際的にみて同行は相変わらず民間銀行の一つでしかなく，当時既に機能してい
た「ポンド体制」の維持に対する同行の意識は依然として欠如していた。このように，イギリスは国
際金融の中心地となるが，国内の金融制度の頂点に立つべきイングランド銀行は「世界の銀行」つま
り各国の中央銀行をリードするヘゲモニー的な金融機関に成り得なかった。
当時，イギリスの海外貿易や国際金融は政府の自由主義政策によって大きく支えられていたと考え
られるが，その反面植民地政策が徹底的に行われていたことは軽視できない。もっともイギリスは自
由貿易に移行する以前に既に植民地政策をとっており，新領土の獲得より経済的な支配が容易になっ
た19世紀の半ばにおいても政府の政策は変わらなかった。従って，「ポンド体制」の発生と波及を促
進したのは自由主義政策だけでなく，植民地政策でもあった。この二つの政策が平行して行われたこ
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とは，イギリスの「ルーリング゜エリート」の特質と「金融貴族」と前者の特別な関係の存在による
ものであった。イギリスの社会構造における「ルーリング。エリート」は特別な存在であり，他の階
級の利害を代表しながらも（adjustability）自らの利害一植民地の獲得によるbalanceofpowerの維持
を追及し続けていた（continuity)。その結果として，イギリスを中心とする「多極的決済機構」が形
成されているが，その中で植民地および後進国が不可欠な存在となってくる。従って，「ポンド体制」
の安定性も主要工業諸国での経済。金融。政治状況の他に，植民地と後進国の状況によっても左右さ
れ始めている。
第二章第二期（1900-1914）に入ってからも国際市場におけるイギリスの立場が改善することは
なく，イギリスの最も得意な分野一国際金融，においても他国の競争力が高まった。まず，イギリス
の貿易や資本輸出における植民地向けの割合がさらに増えたが，その内容は以前と本質的な相違を持っ
ている。すなわち，前期（1870-1899）の場合植民地はイギリスにとって輸出市場の役割をはたして
いたが，後期（1900-1914）にこれらがイギリスの主要な輸入市場となり，イギリスからの資本輸出
も「輸出促進型」から「輸入促進型」へと変質した。そこで，イギリスの貿易収支を安定させたのは，
依然としてイギリス商品を大量に輸入していたインドであった。こうして，イギリスの海外貿易が次
第に植民地に依存していくが，輸出で輸入を相殺することが明らかに不可能になってくる。また，資
本輸出においては上記の輸出入の関係を反映して新しい資金の投入が減少し，既存の資金の再投資と
いうパターンが定着する。このように，イギリスの経常収支や巨額の資本輸出において大きな変化が
発生し，その結果「ポンド体制」の基盤の中に不健全な要素が生じた。
国際金融におけるイギリスの立場は内外の諸要素によってより大きく左右し始めた。とりわけ，外
国銀行によるロンドン市場への進出や他国での個別の国際金融市場の設立は，イギリスの金融力にとっ
て潜在的な脅威となってくる。それは，ヨーロッパ（特にフランスとドイツ）におけるフランとマル
クを中心とするいわゆる「多極的決済のサブ゜機構」の形成としてはっきりと出現する。また，イギ
リスの金融制度においても間接的に「ポンド体制」の機能を悪化させる動きが見られてくる。それは
以前からあった株式銀行の規模拡大と彼らのイングランド銀行からの自立化である。その結果，イン
グランド銀行と他の金融機関との関係強化を象徴するいわゆる「インナー。サークル」が発生してい
くが，その中にイギリス金融市場にとって決して無視できない重要な存在である株式銀行が入ってい
ない状態が生まれる。この「インナー。サークル」はイングランド銀行には中央銀行としての役割を
充分に果たせる力がまだ不足していたことを明らかにした。その他に，イングランド銀行は依然とし
て金準備を低く抑え，海外から金および短期資金を誘導するために公定歩合操作を行っていたが，そ
れは「ポンド体制」を維持する手段として常に効果的であるとは限らなかった。このように，イング
ランド銀行は「ポンド体制」をいつでも安定的に機能させる国内外の金融市場のリーダーとしての立
場には立っていなかったのである。
ところで，「ポンド体制」の将来に関する不確実性を高めたのは，上記の貿易，投資，金融のあり
方だけではなかった。イギリスの社会構造の中でエリート階級（主にルーリング゜エリートと金融貴
族）の間に特殊な関係が存在し，その結果「ポンド体制」および国際金融の運営に関する長期的な政
策が建てられていなかった。また，イギリス政府が当該国の経済力の強化が重要であると認識し，そ
のためには政府が改革を通じて植民地との関係をより密接にしようとしたが，それに対してイギリス
の金融業者が強い反発を見せた。究極的には，改革が実施されず，「ポンド体制」の運営の仕方が以
前と変わらぬ形（つまりポンドの金党換を重視する原則に基づく）で行われることとなった。また，
これは世紀の変わり目に見られた「金融貴族」の「質的」の変容とも大きく係わっていた。その時に,）
｢金融貴族」が文化，教育，イデオロギーなどを通じて「ルーリング・エリート」に一層近づいた結
果，双方の階級が協力しながら政治と金融を運営していく。だが，このような階級の同質化がイギリ
ス社会における「金融貴族」の地位を高めたが，彼らの国際金融ビジネスの方法と手段に関する考え
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方を変えることまでには及ばなかった。結局，ロンドン市場に集中していた国際金融取引がイギリス
の一国としての利害よりは「金融貴族」が追及していた一時的。短期的な利益の獲得を優先して行わ
れていた。
第三章：「ポンド体制」の形成と同様にその運営がイギリスの思惑によって行われたわけではない。
それを裏付けるには「ポンド体制」の性格と機能を国際体制論の観点から検討鬘する必要がある。
まず，国際システムにおける「ポンド体制」は通貨および金融を中心とする狭義の国際体制（レジー
ム）として国際金本位制と直接に繋がっている。しかし，広義では「ポンド体制」は自由主義原則と
植民地政策に基づいていた当時の経済と政治のレジームと深く係わっている。こうして，「ポンド体
制」の性格はイギリス内外の政治。経済。社会の諸要素によって特徴付けられてきたのである。「ポ
ンド体制」の形成段階では「自然的発生」の体制の性格が最も強く現れたが，発展と崩壊の段階にお
いては「協力的体制」や「強制的体制」の側面も具体的にでてくる。
「ポンド体制」の以上のような複合的な性格を考慮して同体制の発生。発展。崩壊の歴史的な事実
に国際体制論の分析を加えると，当時の主要諸国の相互依存や利害の一致が「ポンド体制」の機能を
維持したファクターであるという考えが妥当である。つまり，イギリスのヘゲモニーによって「ボン
ﾄﾞ体制」を解釈することは不適切である。
－１０－
学位論文審査結果の要旨
［１］本論文の性格本論文は，「ポンド体制」を歴史的。理論的視角から政治経済学的に分析す
ることを課題にしている。つまり，１つには，①このポンド体制の展開過程を，その形成期→発展期
一崩壊期という「時間軸」から「歴史的」に考察するとともに，もう１つには，②その各局面を，産
業構造。金融構造。政治構造。国際関係などの「構造軸」から「理論的」に検討することが目指され
ているといってよい。その意味で，ポンド体制の政治経済学的考察を通して国際通貨体制分析の指針
を獲得するという点にこそ，本論文の基本的性格＝意図があると整理可能であろう。ここに本論文の
意欲的。体系的性格がみてとれる。
［２］本論文の構成以上のような意図を実現するために，本論文は以下のように構成されている。
つまり，全体は３篇構成からなり，最初の２つの篇では「時間軸」に対応させつつポンド体制の展開
が考察され，第１篇で「ポンド体制の確立。発展1870-1900年」がそして第２篇で「ポンド体制の繁
栄。崩壊1900-1914年」がそれぞれ扱われたあと，最後に第３篇「ポンド体制の'性格」で国際通貨体
制との関連で全体が理論的に総括されていく。各篇の内容にもう－歩立ち入ると，まず第１篇では，
①最初にイギリス経済発展を基盤にした国際金本位制の確立にふれつつ②その基軸をなすイギリス国
際金融市場とイングランド銀行政策に関説するとともに，③それら総体の立脚基盤を担ったイギリス
政府の性格と作用が押さえられる。ついで第２篇に入ると，①ドイツなど新興工業国の台頭に起因し
た世界市場の競争激化に規定されたイギリスの対･応変化をふまえて②ロンドン金融市場の国際指向性
強化とそれを主導したイングランド銀行機能が示されつつ，③政治。社会構造に特に着目しながらイ
ギリス帝国主義という次元でポンド体制の「政治経済学」的考察が試みられるといってよい。そのう
えで最後に第３篇では，①まずポンド体制の総合的性格を確定するための準備作業として国際体制形
成。展開に関する（特に国際関係論的分野に関わる）概念的。理論的考察が実行されたあと，②それ
らの道具立てを前提＝駆使して「１つの国際体制」としてのポンド体制の基本特質が判定されて③最
終的にそれは（通説が強調するようないわゆる「ヘゲモニー」的ではなく）「『強制的。協力的』性
格を付随的に兼備しつつも本質的には「自然発生的』体制」だと結論されていく。
［３］本論文の成果従来の通説に対するそのオリジナルな成果を整理すれば以下のようになろう。
①「ポンド体制の総合的構造」－－面で，イギリス「産業構造」－「金融構造」（銀行。金融市場。
イングランド銀行政策）の方向から「ポンド体制の国内編成」を解明しつつ，他面で，「貿易構造」－
｢対外投資。決済。金移動」－「植民地政策」などを接点として「イギリスー諸工業国一周辺。植民
地」ネットワークからなる「ポンド体制の国際編成」を提示し，ポンド体制をその総体において設定
している点。
②「ポンド体制の政治。社会的基盤」－そのうえで，このような「国内一国際編成」の総体として
把握されるべきポンド体制を運動させていくその「基本動力」が，「city」を立脚点としつつ，社会
的。経済的。文化的。教育的な共有基盤を紐帯として結束していた，「政府。地主階級。マーチヤン
トパンカー。個人銀行」などからなる「伝統的支配階級グループ」によって基本的に主導されていた
ことを解明した点。
③「ポンド体制の特質」－しかもこの「動力基盤」から帰結する性格として，この「伝統的支配階
級グループ」はすでに強固なエスタブリッシュメントとして定着していた以上，それが提起する行動
戦略。利害はあくまでも「現状維持的＝短期的」なものに止まり，国際協力を組み込みながら国際通
貨システムの全体を維持。安定させるような指導的行動が困難だったこと（-ポンド体制崩壊の必然
性）を明確化した点。
［４］結論以上のように本論文は，通説を適切に検討。消化。批判しつつその上に自己の積極的
見解を提起したスケールの大きな力作だと評価できる。もちろん十分に展開し切れなかった論点も少
なくない。例えば，「国内一国際編成関連の統一的分析｣，「イギリスの伝統的支配階級グループが国
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際体制全体。国内社会全体の利益視点に立てなかった背景の構造的考察｣，「ヨーロッパ・アメリカと
の国際協力の可能性の検討｣，「ヘゲモニー概念の多面的考察｣，などは残された課題の例だが，審査
過程において，それらは今後の一層の研鍵を通してその解決が十分に期待できるものと確認できた。
したがって，本論文のテーマ設定の意義。先行研究の理解度。積極的見解のオリジナリティーとその
論証。英文表現力レベルの高さ，などの点からして，自立した研究者として今後活動しうると判断し，
経済学博士号授与が妥当だと判定した。
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